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地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）に係る地域再生計画の臨時認定について 

（新型コロナウイルス感染症対応事業関係） 

 

 

令和２年６月９日 

内閣府地方創生推進事務局 

 

本日、地域再生法（平成 17 年法律第 24 号）第５条第４項第２号に規定する「まち・ひ

と・しごと創生寄附活用事業」を記載する地域再生計画について、同条第 15 項の規定に基

づき、以下のとおり認定しました。 

今回の認定は、新型コロナウイルス感染症対応事業を含む企業版ふるさと納税に係る地

域再生計画について、臨時に申請を受け付け、審査期間を短縮して実施するものです。 

 

１．新型コロナウイルス感染症対応事業を含む地域再生計画の認定地方公共団体 

区分 認定団体        活用予定事業等 

新規 
山形県山形市 

新型コロナウイルス感染症の影響により公演機会が減少した山形

交響楽団への支援 

千葉県佐倉市 
学校施設等の公共施設で使用する新型コロナウイルス感染症対策

用品の購入、指定避難所における同感染症対策資機材の導入 

岡山県浅口市 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市民に対する支援事業

として、水道料金免除事業、コロナに負けるな！商品券事業、児

童扶養手当受給者支援金給付事業等 

変更 

大阪府 

新型コロナウイルス感染症に関する医療及び療養に係る役務に従

事する者に感謝のメッセージと支援金（クオカード、クオペイカ

ード又はその両方）を贈呈する事業 

※「寄附の金額の目安額」（事業費確定前の寄附受入可能額）を 

増額変更するもの 

 

２．今後の予定 

認定後、企業から地方公共団体に対し寄附が行われます。寄附企業名や寄附金額等の

詳細は各地方公共団体にお問い合わせください。 

   
《お問い合わせ先》 

内閣府地方創生推進事務局 

TEL:03-6257-1421 
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（参考資料１） 
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（参考資料２） 

 


